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文献

はじめに

ごみ問題，自動車の排ガス問題，交通問題等の身近な都市型環境問題，

温暖化問題等のグローバルな地球環境問題の深刻化に伴い，ひとぴとの

｢環境危機」に対する関心の高まりとともに，われわれの社会経済システ

ムの行く末を方向付ける上で，極めて影響力の大きい主体といってもよい

企業における環境配慮行動がひとぴとに強く要求されつつある。これに対

応して，企業経営のいわゆる「グリーン化」を企業の社会的責任として目

指す事例も増加してきた。

そのような状況において，企業による事業行動と環境配慮のバランス

を示すための指標として環境効率性eco-efficiencyという概念が知られ

るようになった。この概念は，WorldBusinessCouncilforSustainable
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Development（ＷBCSD，持続可能な発展のための世界経済人会議）によ

って提唱されたもので，次のように定義されている。

環境効率性（eco-efficiency)＝

事業パフォーマンス指標（売上高・付加価値等）

環境パフォーマンス指標（環境負荷量）

分子の事業パフォーマンス指標として，売上額や付加価値額が用いられ

る例が多い。分母の環境パフォーマンス指標としては，CO2発生量や廃

棄物発生量，エネルギー消費量などを用いることが多い。

仮に,環境効率性=環襄鰯量とすると,環境効率性は｢環境負荷量
ｌ単位あたりの売上高」を意味する。環境配慮志向の経営が進展し，一定

の売上高の下で環境負荷量を削減できたとすれば，環境効率性は上昇す

る。しかし，環境負荷量が増加し，かつ，それ以上に売上高が増加する場

合も環境効率性が上昇することも重要である。個別企業の環境経営指標と

して，一定の意義を持つ指標であることは間違いないものとしても，環境

政策上，例えば，生態学的な意味での環境容量という視点からこの指標を

見ると，極めて重大な欠陥を有する可能性がある。環境効率性は，事業パ

フォーマンスと環境パフォーマンスとの相対指標となっているため，絶対

量として想定される環境容量を考慮することが困難である。つまり，個別

企業が環境効率性の上昇を成功させた場合に，環境負荷量が環境容量を超

過し，持続可能でなくなる可能性があるということである。その意味で，

環境効率性という指標は，持続可能性という条件の下では，慎重に扱う必

要がある。

本稿の目的は，ＷBCSDの提唱した環境効率性と環境容量の関係につ

いて，環境経済学的見地から，廃棄物処理部門を導入した単純なSraffa

Neumannモデルを用いて理論的に考察することである。

本稿は，次のような構成から成る。

第１節で，本稿で分析される基本モデルの設定，諸仮定を提示する。続
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〈，第２節で，第１節での設定にしたがって，消費成長曲線，賃金利潤曲

線，および，廃棄物処理価格曲線を導出し，第３節において，環境効率性

の上昇によって生じる経済・環境効果を分析する。第４節は，本稿におい

て提示された主要命題をまとめる。

１モデルの諸仮定

経済には，資本財としても消費財としても用いられる一般財，資本財と

して使用可能だが消費財とはならない廃棄物および唯一の生産されない生

産要素である労働が存在する。また，一般財と労働を投入して一般財と廃

棄物を結合的に産出する生産部門，一般財および廃棄物，労働を投入し産

出のない（すなわち，一般財と労働を投入して廃棄物を処理する）廃棄物

処理部門が存在する。

各部門は線形の生産技術を持つと仮定する。生産部門は一般財をｌ単位

生産するのに一般財をα,単位（ただし，０＜α,＜1）必要とし，その生産

過程において，廃棄物６単位を排出する。廃棄物処理部門は，生産部門

において排出される廃棄物ｌ単位を処理する際，一般財をα2単位（ただ

し，０＜α2＜l）必要とする。

なお，廃棄物処理部門は廃棄物を排出しない。生産部門で一般財１単位

の産出に必要な労働投入量は／,単位であり，廃棄物処理部門ではん単位

である。

われわれのモデルにおける廃棄物は，生態学的な環境容量を超過して排

出される場合，廃棄物処理部門に投入されない限り，外部不経済をもたら

す財である。したがって，このような場合，体系が長期的に持続可能であ

るためには，生産部門と廃棄物処理部門が同時に稼動しなければならな

い。

いま，廃棄物に関しての生態学的な環境容量をＥとしよう。ｈｒ,≦Ｅな

らば，廃棄物は生態学的なプロセスにより浄化されるため，廃棄物処理部
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門を稼動させる必要はない。しかし，ｈｒ,＞Ｅならば，廃棄物は環境容量

を超過するため，体系が長期的に持続可能であるためには，少なくとも環

境容量を超過する廃棄物(ｈｒｌ－Ｅ)を廃棄物処理部門に投入して処理する

必要がある。本稿では単純化のため，Ｅ＝０を仮定する。

想定される経済主体は，資本家と労働者であり，資本家は利潤所得をす

べて投資し，労働者は賃金所得をすべて消費する。

体系における投入産出関係を図式的に示せば，次図のように表すことが

できる。

恒常状態（ノイマン準均衡')）における体系の条件は，以下のように表

すことができる。

(l＋g)(αLr,＋a2jU2)＋c-jr， (１１） 

(l＋ｇ)r2＝hr， (1.2） 

/,r,＋/bor2＝Ｌ＝１ (1.3） 

(1＋γ)p,α,＋ルノ,＋坊＝p， (1.4） 

(l＋γ)(p,α２－/)＋ルムー０ (15） 

l）モデルは，フォンーノイマンの「準均衡条件」を示している。

生産部門

廃棄物処理部門

投入

一般財 廃棄物 労働

α１ ０ /， 

α２ 1 /ｈ 寸司

産出

一般財 廃棄物

1 ６ 

０ ０ 
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(１６） p'＝１ 

(1.7） ｇ＝γ，Ｃ＝〃

ここで，ｇ：経済成長率，ｃ：労働ｌ単位当たりの消費，γ：利潤率，

叩：賃金率，虹,：生産部門の稼働水準，．r2：廃棄物処理部門の稼働水準，

p,：一般財価格，/：廃棄物処理価格である。なお，全ての記号は非負で

ある（ただし，投入係数，産出係数は全て正)。

各式の経済的意味は次のようになる。

（1.1)は，一般財の需給均等条件であり，（1.2)は，廃棄物の需給均等条

件である。（1.3)は，労働の需給均等条件であり，労働供給をｌに基準化

している。

（1.4)は，生産部門の費用価格均等条件であり，（1.5)は，廃棄物処理部

門の費用価格条件である。（１６)は，一般財を価値尺度にとることを示す。

また，（1.7)は，資本家が利潤所得をすべて投資し，労働者が賃金所得を

すべて消費するという仮定から導かれる2)。

われわれのモデルにおいて，「環境負荷」を発生させ得る部門は，廃棄

物を産出（排出）する生産部門のみである。生産部門の一般財の売上額

は，pLrlであり，生産部門の産出（排出）する廃棄物量は，ｈｒｌであるか

ら，生産部門の環境効率性をｅとすると，

１
７
 

一一

〃
伽一一ｅ
 (1.8） 

と定義できる。すなわち，生産部門の環境効率性は，生産部門の廃棄物産

出（排出）係数の逆数であり，生産部門の一般財生産量鋤とは独立であ

る。一方，生産部門由来の環境負荷である，廃棄物量をＷとすると，

2）利潤所得がすべて投資されるから，'{PlaIjrI＋(Pla2-t)r2]＝ｇ[PlaI`rl＋(Pla2￣/).r2]よ

り，γ＝ｇとなる。一方，賃金所得はすべて消費されるから，〃(/,ｒｌ＋/Zr2)＝ｐｌｃとなるが，

（1.3)，（1.6)より，ルーｃが得られる。
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Ｗ＝&刀， (1.9） 

であるから，生産部門の環境負荷量は生産部門の一般財生産量jr1に比例

することに留意しなければならない。ただし，本稿においては，廃棄物処

理部門が稼動して，生産部門から発生する環境負荷を完全に除去すること

が想定されるため，外部不経済は発生しない。すなわち，体系の持続可能

性は満たされる。

２消費成長曲線および賃金利潤曲線，廃棄物処理価格曲線の導出

(1.1)～(1.3)を次のように変形する。

Ｃ＝[1￣(l＋g)αl]rl￣(l￣g)α2`r２ (1.1)′ 

１
９
 

ｍ
十
１
１
 

｜’ ２
 

Ｚ
 (1.2)′ 

１－ﾉﾙr， 
(1.3)′ jU2=＝ 

/2 

(1.2)′と（1.3)′を満足するような』U,，ｚ２を求め，これを，（1.1)'に代入

することにより，消費成長曲線（ｃ－ｇ曲線）が得られる。（１２)′と

(１３)′より，

1＋９ 
(2.1） ＞０ 〃1＝＝

(1＋ｇ)/,＋弘

６ 
(2.2） ＞0 Ｚ２＝ 

(1＋ｇ)A＋6ム

となる。これを，（1.1)'に代入すれば，消費成長曲線（ｃ－ｇ曲線）が，

ｃ＝(l＋ｇ){[１－(l＋g)α']－α２６｝ （2.3） 
（1＋ｇ)/,＋肌

と導出できる。
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また，（1.4)，（1.5)を，（1.6)を用いて次のように変形する。

ルー’一('＋γ”ｌ－ｔ６
ハ

ル＝('＋γ)(t-CZ2）
ん

6３ 

(1.4)′ 

(1.5)′ 

両式を用いて，／を消去することにより，賃金利潤曲線（ルーγ曲線）

が，

(l＋γ){[１－(l＋γ池,]－α26｝
(2.4） 21ノー＝８/T'－ 

（1＋γ)/,＋6ﾉｶ 

と導出できる。ここで，ｃ，〃≧０を保証するために，

１－(1＋γ池,≧坊 (2.5） 

/≧α２ (2.6） 

が必要である。（2.5)は，生産部門において，一般財の純生産額が廃棄物

処理費用を下回らないという条件であり，（2.6)は，廃棄物処理部門にお

いて，廃棄物処理費用受取額が一般財投入費用を下回らないという条件で

ある。本稿ではこれらを仮定する。

また，（1.4)'，（1.5)′より，〃を消去することにより，廃棄物処理価格

曲線（ノーγ曲線）が得られる。

ロ ロ’’ 
二・一．ロロェレ ＞0 (2.7） 

３環境効率性上昇の効果分析

（2.1)～(2.7)に，（1.8)を代入することにより，われわれのモデルに，

生産部門の環境効率性ｅを明示的に導入できる。
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,､-(,旱搬ム ＞０ (3.1） 

麹=(,+g七A+蝿>O

c-山1%LFt1+71柵二二匹’

(3.2） 

(3.3） 

〃

(3.4） 〃ノー＝

ノー{(1＋γ)α2/,＋[１－(l＋γ)α']ﾉｶﾙ＞Ｏ
（1＋γルノ,＋ﾉｶ (3.7） 

これらから，経済成長率（均等利潤率）一定の下で，生産部門の環境効

率性ｅの上昇が，各変数にいかなる効果をもたらすか確認しておこう。

０
 

Ｏ
 

ア
ン

肋
一
化
ル
ー
ル

(1＋γ)[(l＋γ)/,＋6ﾉｶ]α２ 

伽
一
兆 ＞０ 

兆一［(1＋γ)/,＋6ﾑ]2ｅ２－Ⅲ

圭一('幸畿殻瀞肱>０￣ 

別
記 口

＞０ 

われわれのモデルにおいては，経済成長率（均等利潤率）一定の下で，

生産部門の環境効率'性ｅの上昇により，生産部門の一般財生産量ｚ１は増

加し，廃棄物処理部門の廃棄物処理量jU2は減少し，賃金率〃（１人当た

り消費率ｃ）は上昇し，廃棄物処理価格／は上昇する。

一方，生産部門のもたらす環境負荷量Ｗは，（1.8)，（1.9)，（２１)よ

り，
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Ｗ一助=告7,鵠ﾆﾑｰ(,+器十ム
と表せるが，経済成長率（均等利潤率）一定の下で，生産部門の環境効率

性ｅの上昇により，Ｗは低下することが分かる。しかし，経済成長率

(均等利潤率）ｇ(＝γ)の上昇は，Ｗの増加要因となる。

△ＷＴ鵠LfL7:下△．十m〒蚕|:7Ｗ△＆
したがって，生産部門の環境効率性ｅの上昇は，経済成長率（均等利

潤率）ｇ(＝了)の上昇の効果に相殺されて生産部門の環境負荷量Ｗを増

加させる可能性がある。

経済成長率（均等利潤率）一定の下で，生産部門のもたらす環境負荷量

Ｗを廃棄物処理価格/で評価したｊＷについて，環境効率性ｅで偏微分

すると，

OCW)＿ ワ □ 

DＣ Zｊ 

となるが，この符号は，

ａ）６//i＞(l＋g)/ﾑの場合,
ＯＣＷ） 

＞０ 
化

,(響)=ｏ

ﾕ１１ｍ＜ｏ 
Ｏｅ 

b）Ｍｉ＝(l＋g)/あの場合，

c）Ｍ１＜(1＋g)/あの場合，

となる。言い換えれば，

ａ）生産部門における労働ｌ単位あたりの廃棄物産出（排出）が，廃棄

物処理部門における労働ｌ単位あたりの廃棄物処理量を上回る場合，

生産部門の環境効率性ｅの上昇は，生産部門の環境負荷量（廃棄物

排出量）を価格評価した／Ｗの増加をもたらす。

ｂ）生産部門における労働１単位あたりの廃棄物産出（排出）が，廃棄
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物処理部門における労働１単位あたりの廃棄物処理量と等しい場合，

生産部門の環境効率性ｅの上昇は，生産部門の環境負荷量（廃棄物

排出量）を価格評価したｔＷに影響しない。

ｃ）生産部門における労働１単位あたりの廃棄物産出（排出）が，廃棄

物処理部門における労働１単位あたりの廃棄物処理量を下回る場合，

生産部門の環境効率性ｅの上昇は，生産部門の環境負荷量（廃棄物

排出量）を価格評価した/Ｗの減少をもたらす。

となる。

４主要な諸命題

前節までの分析結果は，以下のような３つの命題に要約できる。

F語惠。本稿におけるﾓﾃﾞﾙにおいて,経済成長率(均等利潤率)を一
定とすれば，生産部門の環境効率性の上昇は，

一般財の生産量：増加

廃棄物処理量：減少

賃金率（１人当たり消費率）：上昇

廃棄物処理価格：上昇

の効果を有する。

Fi蕊i可本稿におけるﾓﾃﾞﾙにおいて,生産部門の環境効率性の上昇
は，経済成長率（均等利潤率）ｇ(＝γ)の上昇の効果に相殺されて，環境

負荷量を増加させる可能性がある。

鳫題-5］本稿におけるﾓﾃﾞﾙにおいて,経済成長率(均等利潤率)を一
定とすれば，生産部門における労働ｌ単位あたりの廃棄物産出（排出）

が，廃棄物処理部門における労働ｌ単位あたりの廃棄物処理量を上回る場
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合，生産部門の環境効率性の上昇は，環境負荷額の増加をもたらす○

おわりに

環境効率』性は，事業パフォーマンスと環境パフォーマンスの相対的な度

合いを示す指標であり，利用目的が適切であれば，きわめて有用な環境経

営指標とみなすことが出来る。しかし，絶対量としての環境負荷の増大を

容認し得る指標ともなってしまう可能性が，本稿の分析により示された。

生態学的な意味での持続可能性Sustainabilityを実現するためには，環

境容量を超過しない範囲内に環境負荷を抑えることが必須用件である。本

稿では考察しなかったが，個別企業が高水準の環境効率性を達していなが

ら，経済全体の環境負荷は環境容量を超過してしまう状況も大いに考え得

ることである。「高い環境効率性は達成した。しかし，経済は滅んだ」と

いったことのないように，環境効率'性という概念は，十分慎重に扱うこと

が必要である。
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《Abstract》

Eco-efficiencyistheindicatorofenvironmentalmanagementsystem 

inthefirm・Ｔｈｅdefinitionofthatisarelativemeasureoftheeconomic

performancesandtheenvironmentalperformances、Buttheenviron‐

mentalcapacityisanabsolutemeasure、Ｔｈｅｎahighlevelinthe

eco-efficiencycouldmeanahighlevelinenvironmentalimpact・

Thepurposeofourresearchisatheoreticalanalysisofaneco-

efficiencyandeco-capacityOurresearchusethelinearjointproduction 

systemintroducedwastedisposaltechniqueWeassumethesteady‐ 

stateandthesustainablecondition． 

Ｔｈｅｍａｉｎｃｏnclusionofourresearchisthatahighlevelinthe 

eco-efficiencycouldmeanahighlevelinenvironmentalimpactinsome 

conditions・Weshouldverycarefullyuseaneco-efficiency．


